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Ｏ）による、ＥＭＯｓへの間接的な圧力である。二〇〇一年一月、翌年の行政区／地区選挙に先立ち、監視員許可認定の権限を有し、ＮＥＣとＮＧＯ間 協力の強化などを任務とする、ＮＧＯ調整委員会の設置を義務付けた選挙法が採択された。同委員会は コムフレルなどのＥＭＯｓが反対するなか設置されたが、資金難も影響し、本来期待された調整役 果たせないまま規定どおり選挙の一〇日後に解散した。つまり、ｓを統制する最初の試みは失敗たのである。　
二〇〇三年以降は、ＧＯＮＧＯ
の存在感が増している。二〇〇三年の国民議会選挙において 人民党は相次いでＧＯＮＧＯを設立し、正義の目（
eye of justice ）
と称する選挙監視「ＮＧＯ」ネットワークを構成し、選挙に肯定的な評価を発表させた（参考文献②） 。ＮＥＣに登録した 内監視団体の数は九四におよび、 員の資格を得た全体数のうち、コム
フレルとニクフェックの二団体だけで国内監視員の約七割を占めた。しかし、団体数は明らかにＧＯＮＧＯが上回っており、大多数の「ＮＧＯ」が選挙に対して肯定的な評価をすれば、それが全体的な評価とみなされ、選挙の正当性が認められる可能性が高いのである。また、本年の選挙では、学生を動員した団体のカンボジア民主学生有識者連盟が、正義の目のもと、各地で監視活動を行っていた。人民党のホームページには、同連盟が投開票日の翌々日にいち早く発表した 「選挙は自由かつ公正であっ 」と評した声明のほか、約二〇団体から同様 声明や選挙過程を支持する内容の文書が掲載されている。　
三点目は、他国のＮＧＯからの
影響である。ジョージ・ソロス創設したオープン・ソサエティ財団の傘下であるオープン・ソサエティ・イニシアティブ（ＯＳＩ）のプログラムの一環として、アフリカ地域で選挙監視活動を行うＮＧＯが、本年五月にコムフレルを訪問し、同 の経験を共有した。ナイジェリア、リベリア、セネガルにおいて、二〇一一〜二〇一二年に実施された選挙では、Ｏ




































































































































ために、市民社会との良好関係をアピールしたと考えることができる。一方ＮＧＯの視点では、これまでになく人民党が追い込まれた環境を好機と捉え、ＮＧＯ間の結束を維持す ことで、ＮＧＯの主張を広く訴え こ ができた。従来、国政 左右 選挙直後の状況下で人民党の指導部が、ＮＧＯの面会に応じることもなければ、ＮＧＯと並んで話す場面が国営放送で流れることもなかった。今回の会合は、市民社会をめぐる環境の変化の兆しを窺わせた。●おわりに　
選挙における市民社会の従来の
形と比較すると、状況分析室という今回の取り組みは、確実に一歩進んだものであり、先述した人民党
指
導
者
と
の
会
合
に
も
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な
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っ
た。しかし、同会合は選挙結果よる政 の姿勢の変化も影響しており、ＮＧＯが集結した成果であるとは一概にはいえない。また、二〇一三年一〇月時点で救国党が選挙の正当性を認めておらず 政党
間
の
交
渉
が
妥
結
し
て
い
な
い
た
め、状況分析室は解散せずに監視活動を続けている。本 の選挙における、市民社会 戦術の変化と
その効果をより適切に分析するには、ＮＧＯが状況分析室という内部の統制を保つことができるか否かも含め 今後のＮＧＯの動き政治情勢を多角的か 長期的にみていく必要がある。（か
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